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植物種首に関する制度の展開と育成者権の実態
Institutional Development of Plant Variety Protection and the Actual Condition of Plant Breeder's Right 
藤井 隆太(国際開発学分野)
【目的】植物種百は農業生産の基盤となるものである。 20世紀初頭にメンデ、ルの法則が
再発見され、植物育種に用いられるようになり、植物種百は知的財産的性質を持つよう
になった。 1961年に締結された UPOV条約の中で、植物新品種に対する知的財産権で
ある育成者権が設定され、植物新品種保護が行われてきた。バイオテクノロジーや育種
技術の発展に伴い、品種の無断栽培がより容易に行われるようになったことを受け、条
約改定に伴い、育成者権の効力は強化された。日本においても、 1998年の種苦法の制定
により育成者権が確立され、その後の改正で育成者権の効力はより強化されてきた。ま
た、農林水産省知的財産戦略の制定等により、新品種開発の重要性が高まってきている
と言える。
農林水産省「新品種・新技術の開発・普及の方針」の中で、品種改良により、以下の 5
つの農業が抱える課題を解決しようとしている。①六次産業化の推進、②加工・業務用
の国内シェアの奪還、③輸出拡大、④園内の消費拡大、⑤生産コストの低減と生産の安
定化。これら 5つの課題に対して、育成者権の保護・活用の面からの貢献が出来るかを
検討することを目的とする。
【方法】①「育成者権Jの成立の歴史、②種首を取り巻く国際制度の把握、③主要各国
の品種保護制度の比較、④育成者権活用と権利侵害とその対策を通し、育成者権制度を
捉える。また、これらを踏まえた上で、育成者権活用の成功事例を基に上記 5課題に対
する育成者権の貢献を検討する。
【分析結果】育成者権の成立とともに、各国で植物品種保護制度が作られるようになっ
た。国際的な制度として UPOV条約が制定されており、加盟国はそれに準拠した国内法
を整備しているが、加盟国間でも育成者権の保護範囲等が違う。また、多国籍の種苗会
社や育種技術の向上により、種苗市場は国際化している。そのため、育成者権の問題は
一国で解決できるものではなく、国際的な制度の整備が求められる。しかし、育成者権
は品種登録をしている国でしか効果が無く、植物品種保護制度を制定していない国での
無断栽培を阻止する効力は持たない。また、植物の持つ性質により、植物の無断栽培は
比較的容易に行われるため、輸出や海外での生産を行う際には、植物品種保護法の有無
が大きな問題となり得る。
育成者権の成功事例である、「あまおう」の事例を見ると、育成者権と商標権の組み合
わせにより、無断栽培を阻止し、六次産業化・輸出の推進を行っている。また、「安代り
んどう」の事例を見ると、海外での権利を獲得することで、海外での生産を安定的に行
い、周年出荷の体制を整える等、生産の安定化につながっている。
【結論】育成者権の活用により、六次産業化、輸出拡大、生産コストの低減と生産の安
定化の三つの課題を解決することが可能で、あると言える。 UPOV未加盟国での植物品種
保護制度の確立を促すことが重要である。一方で、加工・業務用の圏内シェアの奪還や
園内消費の拡大は育成者権の保護・活用だけでは解決しえない課題である。育成者権の
保護と共に新しい生産技術の導入によるコスト削減が求められる。
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